
平成30年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

50,546

③

対象

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

妊娠・出産・養育期に市が
支援を必要と認めた家族

意図
事業
目的

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

⑤

⑥

指標

①

②
養育支援家庭訪問延べ件
数

養育支援家庭訪問実件数 15

養育支援訪問事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 健康増進課

会計 小事大事

01

目項

04 01 01 03 51

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

養育支援の必要性があると判断された家庭に対して、助産師・保健師・ヘルパーが訪問するこ
とにより、育児に関する技術指導や相談、家事、育児援助を実施する。

平成１７年度４月から国の「次世代育成支援対策交付金」、平成２３年度から「子育て支援交
付金」、平成２５年度は千葉県安心こども基金、平成２７年度からは子ども・子育て支援交付
金として国庫補助金を受け実施している。近年、子育て世代の転入が増加しており、それに伴
い支援を要する家庭も増加傾向にあるが、ケースの課題が多様化しており、支援の困難なケー
スが増えている。

専門職（保健師・助産師等）による訪問型育児支援により、
適切な養育の実施を図る。

主管課長 伊原　理香健康で明るい暮らしづくり

名　　称 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4-4

事業名

政　策
施　策

04

↗↗↗
補助金に係る件数（常勤訪問件数を
除く）

70 28

％ ↗↗↗
養育支援家庭訪問終了家庭数÷養育
支援家庭訪問実数

件

養育支援家庭訪問終了の
割合

84.60

平成30年度

0.10

148,546

0.60

121,806

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

・地区活動や乳児家庭全戸訪問、その
他母子保健事業などから把握した養育
支援が必要な家庭は乳幼児の人口増加
に伴い、増加傾向にはあるが、訪問実
施後に他の事業やサービスにつなげる
ことで終了するケースも増えたため、
訪問実施延べ件数は減少した。
・関係部署との連携については、情報
共有し、評価しながら、対応や役割を
明確にしていくように努めているが、
今後も支援体制の整備は必要である。

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

人役・嘱託(人)

④

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

15 15 件

80 86.67

28 ↗↗↗

6,976,900 4,482,900 4,027,200

1.00 0.60

必要性

平成29年度

182,591

41,806

7,159,491 4,631,446 4,149,006

平成28年度

0.30 0.30

今後の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

62,591

③取組に
おける課

題
(Check)

関係機関との連携強化や支援体制の構
築。地区担当保健師が対応している困
難ケースが増えており、本事業の活用
に結びかない現状がある。

④課題に対
する今後

(H31～)の
改善計画
(Action)

検討会を活用し、個別のケース支援だ
けでなく、支援体制の構築や連携強化
についても検討していく。地区担当保
健師が対応するケースと本事業との役
割分担を明確にしていく。

①H30当
初の改善

計画
(Plan)

②H30に
実施した
取組(Do)

関係機関や妊娠出産子育てサポート事
業と連携しながら、支援体制を構築し
ていく。また、関係機関と連携してい
くために、定期的な検討会議を開催し
ていく予定である。
妊娠出産子育てサポート事業の機能の
一環として、児童福祉部門との検討会
を9月より実施している中で、養育支援
訪問のケースについても検討を行っ
た。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

個別評価
Ａ　市が担うべき

有効性

市関与の必要性

Ａ　必要性が高まると
考えられる


